
1 

 

令和 4年 8月 10日 

池田町長 甕 聖章 様 

 

池田町行財政改革推進委員会 

会長  山沖 義和 

 

行財政改革に関する第四次答申 

 

本委員会は池田町行財政改革推進委員会設置条例（令和 3 年池田町条例第 11

号）に基づき設置され、池田町長からの諮問書（令和 3 年 5 月 28 日付 3 企町第

47号）を受けて以降、行財政改革に関する検討を進めています。 

本年 3月 25日には、諮問事項２「公共施設の管理運営の改善に関すること」の

うち「北アルプス展望美術館」に関する第三次答申を提出したところですが、引

き続き「公共施設の管理運営の改善」に関して審議を進めてまいりました。 

今後も少子高齢化が進む一方、公共施設・インフラの老朽化等に対応した財政

需要の増加が見込まれることを踏まえ、池田町に散在する公共施設全体について、

身の丈に合った規模とするとともに各施設間の連携を一層図るため、それらの役

割や必要性を十分に吟味し、有機的に活用を図るグランドビジョン（将来構想）

を検討する必要があります。 

なお、池田町による公共施設の管理運営については、「Ⅰ．公共施設全般に係る

課題と対応策」と「Ⅱ．個別施設に係る課題と対応策」に分けて答申することと

し、特に後者については、問題点を提示していることから、その意味を十分に踏

まえ、答申に盛り込まれた対応策を実施する必要があります。 

このような考え方のもと、本答申を下記の通りまとめましたので、適切に対応

されるよう要望します。 

 

記 

 

Ⅰ．公共施設全般に係る課題と対応策 

 

１． 急激な人口減少を勘案しつつ、当該施設の行政目的や交流の場としての機

能及び公共施設の効率的な運用の観点を踏まえ、その必要性を検討すること

が求められる。特に、財政危機への対応の観点から、普通財産については十

分に精査の上、不要な場合は早急に売却・貸付を図る。 

２． 施設の効果的な運用と長寿命化を図るため、現行の個別施設計画を早急に

見直すとともに、定期的に評価・改善を行い、将来に渡って最適な管理運営

が実現できるよう努める。 
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３． 公共施設の老朽化に対応するため公共施設等整備基金の充実に努めると

ともに、当面の行政課題の一つである庁舎建替え等については、別途、基金

を造成する。また、基金の造成に当たっては、目標額・期限を明確に示すと

ともに、計画的に積み立てる必要がある。 

４． 公共施設の役割や管理方法、区分経理の可否などを十分に吟味の上、町の

直営、業務委託、指定管理者制度等の中から最も適切な方策を検討する。 

特に、指定管理者制度の採択に当たっては、当該施設の理念・役割（コン

セプト）を明確化した上、維持管理のために真に必要な経費を指定管理料と

して積算するとともに、独自事業との区分経理を厳格に行う必要がある。ま

た、第三者を含めた客観的かつ厳格なモニタリング・評価（注）を実施し、公

表することが求められる。 

（注）本答申において、「モニタリング・評価」とは、指定管理業務の実

施状況について定期的に点検・評価（自己点検・評価などを含む。）

を行い、そられに基づき指導・監督することを指す。 

５． 町による民間用地等の借入に当たっては、法の執行者として農地法を初め

とした法律を慎重に運用の上、当該借地の必要性を十分に吟味し、不要な場

合には早急に返還する必要がある。 

６． クラフトパーク、ハーブセンターなどの文化・観光の拠点となる施設につ

いては、町の賑わいを取り戻すとともに「花とハーブの里」と「ワインのま

ち」としてふさわしい施設とするため、公共施設全般について移転も含めて

抜本的に見直し、池田町の魅力を高める必要がある。 

 

 

Ⅱ．個別施設に係る課題と対応策 

 

１．保育園 

【問題点】 

① 会染保育園の改修・改築については、(a)大規模な増築が必要な池田保育

園との統合案（4 億円程度）、(b)現地建替え案（7 億円程度）の 2択しか示

されていない。 

② 一方、少子化が急速に進む中、種々の少子化対策は講じられているものの、

その効果については不透明感がぬぐえず、顕著な改善が見られないケースで

は、7～8 年後には保育園児数は現在の 6 割程度まで落ち込む可能性も十分

にある。その場合、例えば、池田保育園を大規模に増築しなくても、両園を

統合することも可能になる。 

③  財政状況の厳しさが増すとともに少子化が進む中、保育園の持つ地域で

の教育的機能やコミュニティの中心としての役割をどう守るかについて、行

政・議会・町民の合意が形成されていない。 
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【対応策】 

① 池田町における保育園児数の動向を見極めつつ、保育園の統合も視野に

入れて、10年後を目途に改めて保育園の再編について検討を行う。 

② それまでの間、会染保育園の建物については園児の安全な保育環境のた

めに必要となる最低限の改修（1億円程度）に留める。 

③ 保育園・小学校は、子育てに関わる中核施設であるだけでなく、地域の連

携を図る役割を担っていることを念頭に置きつつ、子育て支援の強化など有

効な少子化対策を講じる。 

 

２．小学校 

【問題点】 

① 児童数についても、保育園児数の推計と同様、種々の少子化対策により顕

著な改善が見られない場合、大幅に減少する可能性があり、１つの小学校だ

けで全児童数を収容することが可能になることも考えられる。 

②  一方、会染小学校に関しては、町の財政シミュレーションでは、老朽化に

伴い、令和 7年度には大規模改修（3億円程度）を行う計画が立てられてい

る。 

③ 保育園と同様、子どもたちの教育をどのようにすべきか、地域での小学校

の果たす役割がどのようなものなのか、財政状況の悪化のもとで今後どうあ

るべきかの議論が十分行われていない。 

 

【対応策】 

① 保育園に関する検討の基本的な方向と同様、池田町における児童数の動

向を見極めつつ、池田小学校・会染小学校の統合も視野に入れて、10年後を

目途に改めて池田町における小学校の再編について検討する。 

② その間、安心・安全の観点を踏まえつつ、会染小学校の改修を行い、その

延命化を図る。また、地域での教育の拠点として果たすべき役割を明確化し

た上で、その充実を図る必要がある。 

 

３．まちなかの賑わい拠点施設（シェアベースにぎわい） 

 【問題点】 

① 当該施設の狭さと相俟って、まちなかの賑わいを創出するための拠点と

しての位置付けが曖昧となっている上、イベント業務の委託を受けている

「まちなかの賑わい創出業務」についても、その費用対効果が不透明である。 

② 当該施設の維持管理業務と独自事業である飲食物の販売等の業務が混在

しており、これらの業務の区分経理も厳格に行われておらず、経費の流用が

行われているおそれがある。 
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③ 特に、指定管理料については、その積算根拠が不明朗であり、実際の運用

に当たっては十分な精査が行われておらず、維持管理業務経費として過大に

支払われているおそれが拭い切れない。 

④ 指定管理者の選定に当たっては、公募が基本であるにもかかわらず、これ

まで公募が行われていない。 

⑤ 指定管理者に対する年度毎の業績評価が行われておらず、改善策も示さ

れていない。 

 

 【対応策】 

① 施設管理に真に必要な経費として積算した指定管理料を上限とした上で、

公募により指定管理者を決めるとともに、独自業務の区分経理を厳格に行う。

その活動業績については、第三者を含めた客観的かつ厳格なモニタリング・

評価を実施する。 

なお、指定管理料の積算に当たっては、現行の「年度末時点での実績精算」

を前提とした過大計上は厳に慎む。 

② まちなかの賑わいを創出するための拠点としての位置付けを明確にすべ

く、その役割（コンセプト）を検討する。また、イベント業務委託（まちな

かの賑わい創出業務）については、一旦、廃止し、まちなかの賑わい創出業

務のあり方について費用対効果も含めて検討する。 

 

４．ハーブセンター（西側地区） 

【問題点】 

① 当該施設がハーブセンターとしての機能から物産品販売・開発という機

能に変遷した経緯を踏まえて、その位置付けや役割が曖昧となっている。 

② 活性化施設 1号・2号（現在、シャノワール・野のかおりが運営）はハー

ブセンター本体（現在、てる坊市場が運営）との関連性に乏しい上、最近は

休業も多い。 

③ 東側地区との連携がなく、「花とハーブの里」の拠点としての一体感がな

い。 

④ 指定管理者の毎年度の活動業績に対して事後評価が十分に行われていな

い。 

⑤ 東西のトイレ管理については、その管理実態も、契約形態も一貫性がない。 

 

【対応策】 

① 現在、ハーブセンターが担っている「物産品販売・開発という機能」に加

えて、「観光拠点としての機能」も充実すべく、観光協会との連携を図る。

また、活性化施設 1号・2号については、その活性化を図り、ハーブセンター全体

としての一体感を高める。そのため、活性化施設 1号・2号については、別途の指定管
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理者を公募することも一案である。併せて、東側地区との連携を深める方策を検討する。 
② 現行の指定管理者制度を維持する。その際、その活動業績については第三

者を含めた客観的かつ厳格なモニタリング・評価を実施する。  

③ 東西のトイレ管理については、管理実態・契約形態を含めて抜本的に見直

し、一体的に管理する必要がある。 

 

５．ハーブガーデン（東側地区） 

【問題点】 

① 町による業務委託（ガラス温室や自然農法試験ほ場等）と使用許可による

収益業務（乾燥作業所やハーブ温室の店舗部分、ほ場の一部）が混在してお

り、これらの業務の区分経理も厳格に行われていない。 

② 業務委託に当たっての維持管理費の積算根拠が不明朗であり、妥当性に

欠けるおそれがある。 

③ 「花とハーブの里」の拠点としての位置付けや計画が不明確である。また、

西側地区と東側地区の一体感がなく、場当たり的な施設運営となっている。 

④ 町による農地の借入・貸出（使用許可）に当たって、農地法による許可を

得ずに行うなど、農地法に抵触するおそれがあることから、ほ場等について

は早急に問題点の解消を図る必要がある。 
 

【対応策】 

① ハーブガーデンの役割（コンセプト）を明確にし、委託業務内容（町の直

営による業務委託）を大幅に見直した上で、指定管理者制度を導入する。ま

た、早急に東西両地区を一体とした将来構想を検討する。 

② 指定管理者制度の導入に当たっては、指定管理料として施設管理に真に

必要な経費を積算した上で公募するとともに、独自事業との区分経理を厳格

に行う。 
併せて、その活動業績については第三者を含めた客観的かつ厳格なモニタ

リング・評価を実施する。 
③ 業務内容の見直しに当たって、当面は、早急に業務の必要性を精査の上、

不要な農地を返還するとともに、引き続き借り入れる農地については、実勢

価格を勘案して早急に借入料の一段の引下げ交渉を開始する。 

④ 特に耕作を行っている土地に関しては、農地法に抵触するおそれがある

ことから、早急に借入方法について検討し、必要があれば、農業委員会の許

可のもと、耕作者が直接に借り入れる方法等に改める。 

 

６．創造館 

【問題点】 

① 当該施設は都市公園法のもとでの体験学習施設として建設されたものの、
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平成 20年の芸術文化による地域振興検討委員会答申における指摘事項(注)

が何ら解決されず、放置されたままとなっている。   

（注）「十分な指導者を置かず、貸館が主となっている」、「創造館運営委

員会が機能していないので、新たな展開が難しい」、「スタインウェイ

のピアノの活用がまだ十分とはいえない」、「貸館業務が主体となって

いて、本来の施設を使っての常設教室の運営ができない」など 

② 現行は正規職員 1名（及び委託職員 1名（夜間・休日））の人員配置とな

っているため、貸し館主体の運営に限定されているもかかわらず、人件費が

高くなっている。 

③ 広報活動（PR）の不足などのため、創造館の利用者数が極めて限定的にな

っており、その活性化が求められている。 

 

【対応策】 

① 町の財政状況を勘案して、当面は、町内外への PRに努めるとともに、貸

し館主体の運営を継続することとし、必要最低限の人員配置として、例えば

正規職員ではなく、臨時職員に変更する。 

② 将来的には、平成 20年の芸術文化による地域振興検討委員会答申なども

参考にしつつ、住民の文化的活動の拠点として一層の有効活用を図る。 

 

７．庁舎等 

【問題点】 

①庁舎については老朽化（建築から約 50年が経過）が進み、外壁の亀裂や雨

漏りなどの問題が生じており、近い将来、建て替える必要がある。 

② 厳しい財政状況の中、庁舎・職員駐車場は、個人等から借り入れた土地に

あり、相応の借地料を支払っているにもかかわらず、職員駐車場に関しては

無料で駐車できることとしている。  

 

 【対応策】 

① 老朽化や借地の解消などの観点から、早急に庁舎の建替計画に関する検

討を開始し、特定目的基金を新たに造成して、目標額・期限を明示した上で、

計画的に積立てを行う。 

② 借地である職員駐車場については、契約更新時（令和 8年末）には原則と

して当該借地を返還するとともに、健康増進や環境対策の観点から、近隣に

居住している職員については基本的に徒歩・自転車での通勤とする方針を示

した上で、車通勤の職員に関しては近隣の町駐車場を利用するなどの対応策

を検討する。 

なお、契約更新までの期間は使用料として職員から応分の負担を求める。 
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８．社会教育系施設（旧教育会館、浅原六朗文学記念館、岡麓終焉の家）、産業系

施設（金の鈴会館等）、保健・福祉施設（総合福祉センターやすらぎの郷） 

【問題点】 

① 旧教育会館については、書庫としての役割に限定されており、十分に活用

されているとは言い難い状況にある。 

② 浅原六朗文学記念館については、隣接していた公民館が移設されたため、

立地的な観点からも十分に利活用されていない。 

③ 岡麓終焉の家は放置されたままとなっており、その文化的価値が忘れ去

られている。 

④ 金の鈴会館については、新耐震基準を満たしておらず、老朽化も進んでお

り、公的施設としての用途には適さなくなっている。 

 

【対応策】 

① 公共施設の役割を明確化した上で、不要な公共施設については早急に普

通財産とし、売却・貸付を検討する必要がある。 

② 旧教育会館については書庫以外の用途の可能性も検討し、その活用を図

る。 

③ 浅原六朗文学記念館については十分に広報（PR）を行うとともに、その移

転を含めて利活用策を検討する必要がある。 

④ 岡麓終焉の家については整備を行った上で、歌碑とともに見学できるよ

うにするなど文化財としての用途を模索する。 

⑤ 金の鈴会館のあり方について早急に検討を開始する。 

 

９．その他の施設・土地（普通財産、交流センターかえで東側スペース等） 

【問題点】 

① 旧池田北保育園、旧広津小学校など使用計画のない普通財産（遊休財産）

が散見される。 

② 交流センターかえで東側スペースについては、社会資本総合整備事業に

伴って商業エリアとして町が購入したものの、何らの活用策も示されず、放

置されたままとなっている。 

③ 町による購入予定のある会染西部地区ほ場整備創設非農用地に係る活用

策については、多額の費用を伴う計画を示しながら、いまだ町内の合意が得

られていない状況にある。 

 

【対応策】 

① 遊休財産については、その有効活用策について精査し、それでも未活用な

財産については早急に売却・貸付を行う必要がある。 

  例えば、少子化対策やまちなかの空洞化対策のため、移住・定住を図る観
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点から若者向け住宅を造成するなど遊休施設の有効活用を図ることも一案

である。 

② 交流センターかえで東側スペースについては、まちなかの賑わいを取り

戻すため、早急に活用方策を検討する必要がある。 

③ 会染西部地区ほ場整備創設非農用地については、将来に渡って持続可能

な活用という観点から、町づくりに資する有効なプランを策定し、議会・町

民の合意を得る必要がある。 

 

１０．公共施設の使用料 

【問題点】 

① 財政状況の逼迫に対応して令和 2 年度に公共施設の使用料等の一部を引

き上げている。 

② 他の市町村と比べて、使用料金の減免措置が限定的である。 

③ 入場料を徴収する興行であっても、町の定める使用料が一律に適用され

ることとなっている。 

 

【対応策】 

① 当面、現行の使用料を維持する。 

② 将来的には、財政状況の改善を図りつつ、令和 2 年度に改訂された総合福

祉センター（やすらぎの郷）の入浴料等を元に戻すことも含めて見直す。ま

た、他の市町村の例も参考にして、使用料の減免措置のあり方について検討

する。 

③ 一部の施設（創造館・交流センター・総合体育館等）については、入場料

を徴収する興行に対して、使用料に関する特例規程（例えば、収益の一定割

合を上乗せするなど）を盛り込むことについて検討する。 

 

 

（以上） 


